
   非核三原則の堅持を日本政府に求める意見書の提出について 

  

高市総理大臣は、自民党総裁選において「非核三原則は核抑止と矛盾する」と述

べ、非核三原則見直しを表明してきました。著書でも「持ち込ませず」については

「現実的ではありません」と明言しています。 

２０２５年１１月１１日に行われた衆議院予算委員会で、安保関連三文書の改定

をめぐって、「非核三原則を堅持するのか」との質問に、高市総理大臣は、「申し上

げる段階ではない」と答弁を拒否しました。 

非核三原則（「持たず、作らず、持ち込ませず」）は、１９７１年以来、６回にわ

たり「国是として堅持する」との国会決議がなされています。また、全国９割の自

治体が、核兵器廃絶や非核三原則の遵守を誓う「非核自治体宣言」を決議していま

す。非核三原則の見直しを懸念し、広島県議会をはじめ、改めて政府に非核三原則

堅持を求める意見書を決議する自治体議会が出ています。 

非核三原則は、日本国民が築いてきた総意であり、国際公約です。時の総理大臣

（内閣）、政権の判断のみで変更できるものではありません。 

広島・長崎の原爆の地獄を体験した日本は、非核三原則を厳守し、世界に向けて

核兵器禁止・廃絶を訴える先頭に立つべきです。 

よって、国におかれては、核兵器のない平和な世界の実現を願う国民の思いをし

っかり受け止め、引き続き非核三原則を堅持されるよう要望します。 

 

以上、地方自治法第９９条の規程により意見書を提出する。 

 

 

令和８年  月  日 

 

                          近江八幡市議会議長 

 

 

 衆 議 院 議 長  森 英介 

 参 議 院 議 長  関口 昌一 

 内閣総理大臣  高市 早苗        

 総 務 大 臣  林 芳正 

 外 務 大 臣  茂木 敏充 

 防 衛 大 臣  小泉 進次郎 

 

宛 


